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１．はじめに－問題の所在－
　我が国における耕作放棄地の増大や農業後継者
の激減といった問題に対し，その原因の一端を戦
後農地制度に求める議論が，政府・財界（経済財
政諮問会議，規制改革会議，産業競争力会議・農
業分科会等）より提起されている。すなわち，戦
後農地制度が「農外出自の一般法人企業」（以後
「農外企業」とする）の農地に対する権利主体性
を否定している点を批判し，農外企業による農地
利用権利取得を含む農地の自由な市場取引の実現
を目指すことにより，我が国農業の構造を改革
し，国際的競争力を高めることにより，上記の構
造的問題を解決するという議論である。
　以上の議論を受けて，平成 21年の改正農地法
により，農地賃貸借設定による農外企業の参入が
全国的に可能となった。併せて，農業生産法人へ
の出資については一構成員あたりの出資制限 10
分の 1を廃止し，4分の 1まで出資可能にすると
ともに，農商工連携事業者など一定の者について
は 2分の 1未満まで可能となった。

　さらに，平成 27年度の農地法改正においては，
農業に常時従事する役員の過半が農作業に従事す
るという農業生産法人役員の農作業従事要件につ
いて，役員又は重要な使用人のうち 1人以上の者
が農作業に従事すればよいこととなった。議決権
要件についても，農業者以外の議決権は原則とし
て総議決権の 4分の 1以下とされていたものが，
2分の 1未満までよいこととされた。
　一方で，農地を耕作目的で売買，贈与，貸借等
（権利の設定・移転）する場合，農地法第 3条の
許可条件を全て満たす必要があるが，その 1つに
「申請農地を含め，耕作する農地の合計面積が下
限面積以上であること」という要件（以下，「下
限面積要件」とする）がある（第 3条第 2項第 5
号）。
　この下限面積要件は，経営面積があまりに小さ
いと生産性が低く，農業経営が効率的かつ安定的
に継続して行われないことが想定されるため，許
可後に経営する農地面積が一定（都府県：50a，
北海道 2ha）以上にならないと許可しないとする
ものである。しかし稲作などの土地利用型作目以
外では，この下限面積要件をクリアすることが困
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た 1。そして，農林水産省通達 2により，農業委員
会は毎年この下限面積について検討することとさ
れている。
　以上のような農外企業や農業者以外の者による
農業参入規制緩和の効果は大きく，改正農地法施
行後，約 5年で新たに 1,576法人が参入すること
となった 3。また，農業生産法人の株式会社形態
での新規設立も大幅に増加している。農外企業
は，出資比率の引き上げにより強い影響力を行使
することが可能となった農業生産法人（新制度で
は「農地所有適格法人」）を通じて，事実上の農
地所有権の取得も行えることとなり，農業経営へ

難な場合が多く，新規就農者に対する事実上の参
入規制として機能していた側面は否定できない。
特に，近年の新規就農者が選択する作目は，図 1
に見るように，労働集約的な野菜や畜産，花きな
どの作目が多く，参入当初から下限面積である
50a以上を貸借し耕作することは極めて厳しいと
言わざるを得ない。
　このような事情を鑑み，平成 21年 12月施行の
改正農地法により，この下限面積が，地域の平均
的な経営規模や新規就農を促進する際において，
地域の実情に合わない場合には農業委員会の判断
で別段の面積を定めることができるようになっ

出典：全国農業会議所・全国新規就農相談センター「平成 25年度新規就農者の就農実態に関する調査結果」

図 1　新規就農者が選択した作目

表 1　年度別・就農形態別新規就農者数

単位：人

区分 計
就農形態別

49歳以下 新規自営農業就
農者

新規雇用就農者 新規参入者
44歳以下

2007年 73,460 21,050 ― 64,420 7,290 1,750
2008年 60,000 19,840 ― 49,640 8,400 1,960
2009年 66,820 20,040 ― 57,400 7,570 1,850
2010年 54,570 17,970 ― 44,800 8,010 1,730
2011年 58,120 18,600 ― 47,100 8,920 2,100
2012年 56,480 19,280 17,260 44,980 8,490 3,010
2013年 50,810 17,940 16,020 40,370 7,540 2,900
2014年 57,650 21,860 18,500 46,340 7,650 3,660

資料：農林水産省「平成 26年新規就農者調査」より作成。
注：「新規自営農業就農者」とは，農家世帯員が就農した場合を，「新規雇用就農者」とは，農業法人等へ雇用され
た場合を，「新規参入者」とは，農家世帯員以外が就農した場合等を指す。
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ことが想定される 6。
　これらのコーディネーションが積極的に推進さ
れる背景には，現在の地域農業が抱えている諸問
題を解決するに当たり，農外企業が有する資本・
技術力や販売・情報発信ノウハウへの期待と，参
入地域における地域農業への一定の効果への評価
を指摘することができる 7。新規就農者も，遊休
化の可能性があった農地の受け皿としての役割の
みならず，慣行的な農業にとらわれず加工や独自
販売まで見込んだ営農展開による地域農業の変革
主体としての役割も期待されている。
　このように，従来の経済主体と制度では資源の
効率的配分・有効利用が困難な状況において，規
制緩和により新たな主体の参入を認め，既存経済
主体や制度との相互補完関係を促進しながら産業
全体の活性化を図っていくことが，我が国農業に
とって死活的課題となっている。と同時に，この
ような政策を進めていく上では，耕作を直接担う
者のみならず，農業や農産物に関与する様々なス
テークホルダーや諸制度の意思決定の調和を図
り，資源の効率的利用を達成するためにどのよう
な情報を共有しコーディネートするか，という課
題の検討が不可欠である。農業は，農村地域社会
の維持・存続に密接に関わる生業であると同時
に，産業としての発展・成長を目的とした効率性
と競争力を高めることが死活的課題であり，「市
場機能拡張的」農業政策の具体的検討を行うこと
が急務である。その題材としての重要な一角を占
めるのが「農業への新規参入・新規就農」のあり
方をめぐる課題であることは疑う余地はない。
　しかし，以上のような経済政策・産業政策全般
に渡る「市場機能拡張的方向性」を問題意識とし
た上で，規制緩和による農外企業参入が地域農業
へ与える影響に関する実体分析に基づいた研究成
果はほぼ皆無といってよい。今後の研究課題とし
て，農外企業・新規参入者による農業への参入が
地域農業構造を変革し，我が国農業の生産性を高
めることが可能か否か，という検証が必要な段階
にある。
　本稿では，新規就農者数が比較的多い東海地方
の中でも，独自の新規就農対策による様々な支援
を実施している静岡県の事例を取り上げ，国及び
地方自治体の新規就農支援施策を活用して営農を
開始した新規就農者の経営実態分析を通じて，農

より深く関与することが可能となっている。
　また，新規就農者数については，表 1にみるよ
うに，全体としては横ばいであるものの，農家子
弟以外の者による「新規参入数」は近年増加傾向
にあり，特に 39歳以下の若者がその増加を支え
ている 4。
　一連の農地制度改正は，市場メカニズムが企業
等の民間制度と一体となって実現する資源配分機
能を最大限に発揮できるようにするため，「新規
参入規制の緩和」により民間のコーディネーショ
ンをより円滑にし，促進することを目的とする
「市場機能拡張的」経済政策の一環として位置づ
けることが可能である 5。
　すなわち，耕作放棄地の中には，慣行的な農業
技術では採算性の低い農地が多分に含まれている
ことは事実である一方，現代的技術で十分に耕作
可能な農地であるにも関わらず，所有者の高齢
化・後継者不在により耕作不可能となり，かつ地
域内に十分な担い手が存在していないことが原因
で遊休地化している場合も少なくない。これは，
価格メカニズムのみで農地利用権が流動化し，自
ずと収益性の高い経営への農地資源配分が起こり
づらい「市場の失敗」の典型例である。
　また，いったん荒廃地化した農地への開墾等の
投資が過大であり，耕作放棄地の家族農業経営に
よる利用促進が困難な側面もある。以上のような
地域農業の実態を鑑みた場合，家族経営よりも相
対的には資本力を備えた企業による農業参入を，
地方自治体や農業委員会，農協等の「地域公共セ
クター」のコーディネートにより促進し，農地資
源の有効活用を図ることについては，一定の経済
的合理性を認めることができる。また，新規参入
の際のハードルとなっている初期投資や，作物栽
培・販売による収入が確保されるまでの運転資
金・生活費等を支援する各種新規就農支援施策
は，新規参入障壁を低くすることにより，農地資
源の配分を行い易くし，より多くの参入者を呼び
こむ上で合理性を持っている。
　他方，地域外から農外企業や新規就農者が参入
する際には，行政や農協などの「地域公共セク
ター」のみならず，集落営農組織や地域内農業者
ネットワーク，農産物流通組織などの様々な「制
度」のコーディネート機能が重要であり，参入後
の営農定着においても重要な役割を発揮している
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の役割を担っており，県内外の新規就農希望者へ
の対応を実施している。また各地域のセンター
は，管内自治体や農業委員会のみならず，農協と
も密接に連携し，きめ細やかに対応していること
に大きな特徴がある。

（2）取り組み内容と課題
　静岡県では，新規就農者を表 2のように類型化
し，それぞれに対して適切な支援を行うことを重
視している。一口に「新規就農希望者」といって
も，農家出身者なのか，新規参入者なのかといっ
た属性や，作目選択や販路など多様なニーズを有
していることを考慮すれば，このような類型化
と，類型ごとの支援策を明確化し実施することは
重要かつ適切であろう。
　このような支援策を実施する体制の中で最も重
要であり，また静岡県独自の特徴といえるのが，
「地域受入連絡会」を各地区に組織していること
である。この組織は，研修先農家，自治体及び関
係組織，地域農協によって構成され，新規参入希
望者を地域全体で受け入れ，営農確立と地域農業
の担い手として成長するまで総合的な支援を行
う，いわば「受け入れ支援チーム」としての役割
を果たしているものである。新規就農希望者は，
「研修地域＝就農地域」として農業指導士である
研修受入農家からの技術や経営ノウハウの修得の
みならず，行政や農協を通じて，就農のための農
地や資材等の経営資源の調達，さらには販路確保
や 6次産業化等の経営高度化による収益向上まで
の一貫した支援を受けられる体制が整っている。
　表 2のタイプ別に，2013年度は合計 30名を定
員として募集を掛けた。まず「新人材育成タイ

業における参入規制緩和の効果と課題について検
討する。

２．静岡県における新規就農対策の実態と
課題

（1）受け入れ機関の概要と経過
　農業の担い手の高齢化や減少に対処し，新たな
担い手の育成・確保を図る必要がいっそう増して
いるが，静岡県の農業は，温暖な気候風土の下で
多彩な農畜産物が生産可能なこと，また首都圏や
名古屋経済圏等の大消費地に近いという立地上の
優位性から，新規就農希望者が参入を希望する候
補地域として選択することが多いという特徴があ
る。
　そのような背景から，静岡県では他産業から農
業を志す若者や，新規作目の導入や加工販売等の
新規事業の立ち上げを目指す Uターン等の兼業
農家出身者（新規自営農業就業者）を対象に，県
内の先進的な農業経営者の下で農業技術や経営ノ
ウハウ，加工販売技術の修得を目指すための実践
的な研修を実施している。
　（2）以降で詳しく述べる一連の新規就農関連プ
ログラムの窓口は，静岡県農業振興公社内に設置
されている「青年農業者等育成センター」（以下，
「センター」とする）及び県の経済産業部農業振
興課が担当している。センターや県農業振興課
は，主に県外在住の就農希望者（新規参入者）へ
の対応を行っている。またセンターは，県内に
７ヶ所に設置されている県の農林事務所内にも窓
口を構えているが，こちらは主に県内在住の新規
就農希望者に対して，各地域で進められているプ
ログラムや研修実施，また就農者へのフォロー等

表 2　静岡県における新規就農者の類型

新規就農者区分 支援の概要

新人材育成タイプ

地域受入型
「地域受入協議会」（研修受入農家，農協，市町，県等）が、新規就農希望者を研修受入地
域での就農に向け，１年間の実践研修や就農準備等の総合的支援を実施し，地域の担い手
として育成する。

農業法人等受入型
農業法人等が新規就農希望者を研修受け入れし，「のれん分け」等による就農に向け，1
年間の実践研修や就農準備等を関係機関と連携して総合的に支援し，担い手として育成す
る。

後継者強化タイプ
農業法人等が兼業農家後継者を研修受け入れし，「新規作目の導入」や「加工・販売等の
新規事業の立ち上げ（6次産業化）」に係る 1年間に実践研修や就農準備を関係機関と連
携して総合的に支援し，経営の強化を促進する。

資料：静岡県青年農業者等育成センター提供資料より作成。
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1年間（以前は 2年間）実施するのが一般的であ
る。
　予算措置としては，研修に関わる地域受入連絡
協議会や受入法人に対して，研修生一人当たり年
間 50万円が「がんばる新農業人支援事業」によ
り助成される。
　応募方法は，申請書及び履歴書を，県内居住者
の場合は県の農林事務所（企画経営課）へ，県外
在住者はセンター（県農業振興公社内）または県
農業振興課へ提出する。また，注意事項として，
研修中及び就農後経営が安定するまでの生活費等
に関わる自己資金の確保，また就農後の所得安定
までの本人の努力や工夫の必要性，地域住民との
協調が必要であることも強調されている。このよ
うなことは，相談や面接時に特に強調されている
ことでもある。
　表 3では，就農希望者が就農相談から研修を経
て就農，規模拡大へと至るプロセスにおける各種
支援策を一覧化している。表出はしていないが，
ステージ毎に利用可能な資金等の裏付けがなされ
ており，県内各地域の関連機関とも連携しなが
ら，地域性を活かしながら無理なく就農へ誘導す
る支援モデルとして，本県の取り組みは他地域に
とっても示唆的であろう。

（3）就農研修プログラム（人材育成）の内容と
効果
　平成 25（2013）年度に実施された新農業人材

プ・地域受入型」支援施策は，平成 16（2004）
年から開始された。応募資格としては概ね 40歳
以下の非農家または第二種兼業農家出身であり，
研修終了後は研修受入地域に就農できる者を対象
としている。センターでは年間 2回程度の募集・
面接を行い，その後，希望する県内各地区の研修
生募集地域への現地視察を経て，再度，就農希望
者の意向や希望作目と，受入地域の印象をマッチ
ングする面接選考会を実施して研修受入地域を決
定する。
　「新人材育成タイプ・農業法人等受入型」支援
施策は，平成 22（2010）年より開始された。応
募資格としては概ね 40歳以下の非農家または第
二種兼業農家出身で，就農意欲が高く，事務局が
選定する農業法人での研修終了後，県内に就農可
能な者を対象としている。現地見学会や面接選考
会は随時実施されており，就農希望者の希望作目
での就農に向けた実践的な研修が可能な農業法人
等を事務局で選定し，就農希望者と農業法人等と
の面接を実施後，研修先を決定する。
　「後継者強化タイプ」支援施策は，平成 22年よ
り開始された。応募資格は概ね 40歳以下の農家
後継者（「Uターン就農者」と呼んでいる）であ
り，研修終了後は実家の農業経営において，新規
作物の導入や加工販売等の新部門の事業化を志す
者が対象となっている。
　以上の各タイプ別支援施策は，いずれも研修期
間は同様で，事前研修を 2ヶ月程度，実践研修を

表 3　静岡県における新規就農希望者が経営確立にまで至る支援内容

資料：静岡県青年農業者等育成センター提供資料より作成。
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１）しずおか新規就農チャレンジ事業
　本事業の目的は，農業への就業希望者が短期間
農業を体験する場を創出し，実際の農業への正し
い理解を通じて雇用のミスマッチを解消するもの
であり，県内の農業法人や農業指導士を中心とし
た先進的農家が，農業への就業を希望する者を受
け入れ，農業体験を実施する。平成 25年度の予
算措置については「しずおか新規就農チャレンジ
事業費」として 350万円が充てられた。本事業の
概要と実績は，表 6の通りである。
　現在，体験者受け入れ登録をしている農家およ
び法人は約 80経営体である。体験希望者は土日
等の休日を希望するケースが多いため，体験場所
と日時が集中する場合が多く，より多くの体験受
け入れ農家を増やしていく予定である。

の確保と育成に関する施策の内容と実績を概観す
る。
　まず，県全体における新規就農タイプ別人数の
推移（表 4）であるが，毎年着実に増加しており，
また経営者としての農業参入者のみならず，自家
農業を継承する者や農業法人への就職を通じて農
業へ関わる者など多様なかたちで農業参入者が増
加していることがうかがえる。また，企業による
農業参入も平成 24年度で 18社みられる。
　次に，平成 25（2013）年の新規就農者育成・
確保策の実績を表 5によって確認する。表 5は，
表 3の＜相談→体験→試用雇用・就農研修＞と
いった一連のプロセスを具体化する事業の一覧で
ある。この中で，一連のプロセスの核となる比較
的短期間の「就農体験」と，中長期間に渡る「就
農研修」に関わる 3つの事業について詳しく見る
こととする。

表 4　静岡県における新規就農タイプ別推移

年度 平成 22年 平成 23年
平成 24年

合計 農家後継者 ニューファーマー 企業参入 法人等就職
実績 230人 300人 325人 40人 81人 18社 186人

　資料：静岡県農業振興課提供資料より作成。

表 5　静岡県における就農希望者確保・育成施策一覧（平成 25 年度）

区分 事業メニュー 対象者 内容 期間
相談

青年農業者等育成センター設置他 就業希望者
・就農相談，無料職業紹介
・就農計画の設定　等

通年

体験
しずおか新規就農チャレンジ事業

就業希望者
（40人）

農業法人等で短期の農業体験を実施 7日間程度

ミスマッチ解消
就農応援プロジェクト 就業希望者

就農セミナー，現地ツアー，相談会を
開催して就農のミスマッチを解消

年 2回

研修

頑張る新農業人支援事業
非農家出身の就業
希望者等（30人）

・「地域受入連絡協議会」のある地域っ
で，先進的な農業者の下で技術習得
を支援

・研修受入先からの「のれん分け就農」
に向けた実践研修を支援　他

1年間

試用雇用 農業トライアル支援事業・はばたく
農業支援事業（緊急雇用活用）

就業希望者
（240人）

農業法人等で試用雇用を実施
4カ月～ 1年
程度

チャレンジ・有機農業支援事業（緊
急雇用活用）

就業希望者
（5人）

有機農業就農希望者の試用雇用を実施 10カ月程度

職業訓練
農業科職業訓練

離職者
（40人）

離職者等への職業訓練により農業への
就業を支援

6カ月または
10カ月

教育 農林大学養成部 （90人） 優れた農業後継者，技術者及び地域農
業のリーダーを養成するための農業教
育を実施

2年
研究部 （30人） 2年
研修部 （若干名） 1年・2年

資料：静岡県農業振興課提供資料より作成。
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る「農業トライアル支援事業」も，農業体験から
農業関連事業体への就業へとステップ・アップす
るプログラムとして重要である。事業の概要と実
績を表 7に示す。

３）がんばる新農業人支援事業
　本事業は，「青年等の就農促進のための資金の

２）農業トライアル支援事業
　国の緊急雇用創出事業を活用し，離職者や離職
見込み者（東日本大震災被災者等も対象）で将来
農業への就業を希望する者を対象として，新規就
農者の育成ノウハウがあり，雇用主である県内の
農業法人・農業経営者と雇用契約を結び，4～ 6
カ月程度の中期の試用雇用を通じて研修を実施す

表 6　「しずおか新規就農チャレンジ事業」の概要

♦概要
体験受入先 農業経営士等先進的な農業者（果樹，野菜，花，畜産など）
体験日数 7日間程度（日帰りまたは宿泊）
参加費 無料（現地までの往復旅費等は参加者負担）
実施期間 平成 25年 4月～平成 26年 2月（募集は 1月末まで。定員になり次第終了）
募集人数 40名（農業に関心のある方，農業への就業を希望する方）
体験プラン 希望する作物・時期のプランで農業体験を実施

体験指導料
体験受入先に以下の指導料を支払う。
宿泊有り：15,000円／日・人，日帰り：10,000円／日・人

♦実績
（1）体験者数・受入経営体数

年度
体験受入
経営体数

体験者数
体験者数と体験作目

野菜 果樹 花卉 畜産 茶
22 24 44 37 5 ― 1 1
23 20 36 28 4 ― 2 2
24 26 44 37 4 ― 0 3

25（10月末現在） 16 32 23 6 ― 0 3

（2）体験者の属性
●居住地別人数

年度 県内 県外
22 36 8
23 27 9
24 26 18

25（10月末現在） 21 11

●年代別
年度 10代 20代 30代 40代 50代 60代
22 1 18 13 8 4 ―
23 3 9 10 6 5 3
24 1 12 14 10 7 0

25（10月末現在） 0 9 15 6 1 1

●体験後就農した者
年度 自立就農（研修中を含む） 農業法人等への就職
22 3 16
23 5 9
24 8 3

資料：静岡県農業振興課提供資料により作成。



8

市場機能拡張的農政の展開と課題

適格者に対して 1年間の研修を行うものである。
　平成 24年度の面接選考会には全タイプ合計で
32名の応募があり，うち 19人を適格者として決
定し，結果的に 17名の研修生が受け入れ農家の
もとで研修を実施または実施予定である（25年
12月現在，研修中 11名，修了 4名。2名は研修
開始の準備中）。
　表 8に，「地域受入連絡会」が支援して研修と
地域内就農を目指す「新人材育成タイプ・地域受
入型」の 25年度の一次募集の実績を示す。
　受入農家は，ほとんどがイチゴやミニトマト，
ハウスミカン等の労働集約的な施設型農業を主と

貸し付け等に関する特別措置法」に基づき，県内
で自立就農を目指す青年等を対象に，先進的な農
業経営者のもとで農業技術や経営ノウハウ等を習
得するための実践的な研修の実施を支援する制度
である。また，新規作目の導入や，加工・販売等
の新規事業立ち上げを目指す兼業農家後継者を対
象に，必要なノウハウ等を習得するための実践的
な研修の実施を支援する。
　事業実施主体は県青年農業者等育成センターで
あり，平成 25年度予算額は 16,045千円，研修生
の募集人数は 30人である。表 2の区分に従って
募集を行い，現地見学会と建設選考会を実施し，

表 7　「農業トライアル支援事業」の概要と実績

♦農業トライアル支援事業　平成 25年度予算額　172,200千円（当初 88,200千円，補正 84,000千円）

♦事業実施主体への委託内容
①県等と連携し農業分野への就業を希望する離職者等を募集し，雇用する。
②農業体験（生産・加工・販売等）を通じて農業理解を促す。
③県青少年農業者育成サンター，県就職相談センター，ハローワーク等と連携する。

♦事業規模　新規雇用者数　170人

♦委託費　参考：月額上限　210,000円／人
①雇用費：賃金，社会保険料（雇用保険，労災保険等），各種賃金（通勤手当等）
②研修費：OJT研修費（研修指導費），研修資材費等）

♦委託の条件
①ハローワークに求人申し込みをすること。
②雇用期間（4～ 6カ月程度）を定めた雇用契約を結び，労災保険，雇用保険に加入させること。
③農業体験研修として OJT研修及び OFF-JT研修（月 1回以上）両方を実施すること。

♦実施状況
区分 実施事業対数（延べ） 新規雇用人数 継続雇用等定着者数

22年度完了分 33 58 24
22年度～ 23年度（継続分） 70 132 52
23年度（2次） 86 156

8423年度（2次） 36 38
23年度（3次：9月補正） 19 19
23年度～ 24年度（継続分） 38 40 26
24年度（1次） 100 118 46
24年度（2次） 42 50 27
24年度（3次） 94 127 50
25年度（1次） 60 62 ―
25年度（2次） 100 ― ―

計 678 800 ―

資料：県農業振興課提供資料により作成。
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地プラン」への位置づけを前提とした「青年就農
給付金（経営開始型）」及び「経営体育成支援事
業（融資主体型補助事業）」による交付金が活用
されている。

（5）就農実績
　「がんばる新農業人支援事業」は平成 16年度よ
り事業を開始し，平成 24年度までに 88名の新規
就農希望者が研修を受け，うち 80名が自立就農
している（表 9）。
　特に 20年度以降の応募実績が増加しており，
それに伴い就農者数も増加傾向にある。なかでも
「地域受入型」の応募者数・研修者数が趨勢を決
している感があり，「地域受入連絡会」のような
きめ細やかな支援体制が重要であることを物語っ
ている。また，支援事業への応募者数は，全国で
行われる「新農業人フェア」や県内で実施する
「就農プロジェクト・セミナー」等の就農相談会
への参加者数に連動しているとのことであり，広
報活動の重要性も指摘することができよう。
　今後の課題としては，平成 19年度のリーマン・
ショックを契機とした世界的な不況に伴う就農相
談の大幅な増加の一方で，その後の雇用情勢の一
定の回復により相談が減少するといった時々の経
済情勢に左右される状況の中で，いかに安定的に
就農希望者を確保し研修を行っていくかは重要で

した経営であり，露地野菜や稲作など土地利用型
経営は少数派である。事業実施主体も，就農開始
が比較的容易で安定した経営が可能な施設型農業
を勧めている。
　一方，「新人材育成タイプ・法人等受入型」の
24年度の研修実績は 4名であり，すべて浜松市
の先進的経営での研修実施となった。作目は，タ
マネギ・カンショ 1名，ブルーベリー・ミカン 1
名，イチゴ 1名，ミカン・ハウスミカン 1名であ
る。

（4）就農後の支援
　就農支援に関する各種事業については主に「青
年農業者等育成センター」が実施しているが，就
農後の支援に関しては主として県の農業振興課
が，出先機関の農林事務所や県農業会議，各自治
体と連携しつつ実施している。
　特に，経営発展のための講座やセミナーの開催
や，認定農業者になるための支援，経営改善計画
の策定支援等が重視されている。就農開始後の
様々な資金や給付金，交付金等は，就農計画や認
定農業者，「人・農地プラン」への位置づけを要
件としているが，新規就農者はそれらを活用した
経営立ち上げや経営の安定が必要不可欠だからで
ある。具体的には，就農計画の認定を前提とした
「就農支援資金（就農施設等資金）」や，「人・農

表 8　「がんばる新農業人支援事業」研修募集・実施状況（平成 25 年度，一次募集分）

農協名称 市町 作目 受入農家数 受入可能人数 応募数※ 合格者数
伊豆太陽 南伊豆町 イチゴ 1 0 0 0

伊豆の国 伊豆の国市
ミニトマト 1 5 4 3
イチゴ 2 2 3 1

三島函南 函南町 トマト 1 0 0 0
大井川 焼津市 イチゴ 1 1 3 1

ハイナン 吉田町
トルコギキョウ・
レタス・水稲

1 1 3 2

遠州夢咲
御前崎市 イチゴ 1 3 1 1

掛川市
トマト 1 1 1 0
イチゴ 2 4 1 2

掛川市 イチゴ 1 1 3 1

遠州中央
袋井市 イチゴ 1 1 3 1
磐田市 白ネギ 1 1 1 1

とぴあ
浜松市

セルリー 1 1 2 0
丸浜 ミカン 1 1 0 0

10農協 10市町 9作目 16 22 25 13

※一人の応募者が複数の受入先に応募した場合，それぞれの応募者数に算入している。
資料：静岡県農業振興課提供資料より作成。
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３．静岡県浜北市に新規就農した N氏の事
例

　上記したような国及び地方自治体の支援策の活
用事例について，静岡県浜北市で新規就農を果た
した N氏の事例を概観し，課題等を検討したい。

ある。そのためにも，就農研修希望地域・作目と
受入農家の偏りによるミスマッチを解消すべく，
研修受入農家・法人数を増加させ，「地域受入連
絡会」の取り組みをより充実させていく方策が課
題となるだろう。

表 9　「がんばる新農業人支援事業」実施状況（人）

年度 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 合計
応募者数 地域受入 14 8 19 18 25 45 59 34 22 0 244

法人等受入 ― ― ― ― ― ― 1 4 9 4 18
後継者強化 ― ― ― ― ― ― 0 2 1 0 3

研修者数 地域受入 6 7 8 7 10 10 18 15 12 0 93
法人等受入 ― ― ― ― ― ― 1 4 4 4 13
後継者強化 ― ― ― ― ― ― 0 2 1 0 3

「がんばる」
研修中者数

地域受入 0 0 0 0 0 0 0 0 11 0 11
法人等受入 ― ― ― ― ― ― 0 0 0 4 4
後継者強化 ― ― ― ― ― ― 0 0 0 0 0

「がんばる」
研修修了者数

地域受入 6 7 7 7 9 9 18 14 0 0 77
法人等受入 ― ― ― ― ― ― 1 4 4 0 9
後継者強化 ― ― ― ― ― ― 0 2 0 0 2

就農者数 6 7 4 7 9 9 19 16 4 0 81
自立就農 6 7 4 7 9 8 19 16 4 0 80
法人等就職 1 1

資料：静岡県農業振興課提供資料より作成。

表 10　 N 氏の経営概要の変化

【N氏の 2010年（就農 1年目）の経営概況】【N氏の 2010年（就農 1年目）の経営概況】
・経営面積：90a・経営面積：90a
・経営作目：ミカン・経営作目：ミカン
・年間売上額：502.4万円・年間売上額：502.4万円
・年間所得額：170万円・年間所得額：170万円
・販路：全量農協出荷・販路：全量農協出荷
・労働力：本人，パート 10名（収穫時）・労働力：本人，パート 10名（収穫時）
・自己資金：400万円・自己資金：400万円
・活用した制度資金：就農施設等資金・活用した制度資金：就農施設等資金

【2013年の経営概要】【2013年の経営概要】
・経営面積：1.5ha・経営面積：1.5ha
・経営作目：ミカン・経営作目：ミカン
・年間売上額：748.5万円・年間売上額：748.5万円
・年間所得額：150万円・年間所得額：150万円
・販路：全量農協出荷・販路：全量農協出荷
・労働力：本人，パート 10名（収穫時）・労働力：本人，パート 10名（収穫時）
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20aの規模拡大を行なっている。
　機械の準備については，農業機械やスプリンク
ラー改修といった固定費用で 257万円かかり，さ
らに資材費・人件費等の流動経費が約 160万円か
かったため，自己資金に加え１年目の農薬や肥料
代約 110万円を就農支援資金の「就農施設等資
金」を活用して購入し，初期投資負担を乗り切る
ことができた。なお，現在の住居については浜松
市の実家から通っている。

４）就農後の経営（販売・労働力）
　就農 1年目（2010年度）はミカンの価格も良
く（197～ 286円／㎏），90aで 584万円を売り上
げた。2年目はミカン価格が低迷したが（130～
240円／㎏），同じ地主よりさらに農地 20aを借
り入れ，売り上げも 762万円に増加させることが
できた。肥培管理に力を入れて高品質のミカンを
作ることができたことに加え，ミカン価格は時期
により相場変動があり出荷タイミングによって価
格変動が大きいため，N氏の情報収集努力と出荷
タイミングの見極めが良かったことも収益を上げ
る上で功を奏した，とのことである。
　一方，出荷のタイミングを図る上で予冷施設は
不可欠であり，この地域のミカン農家は全て自家
用貯蔵庫を持っているが，相当の投資が必要であ
るため，N氏は 2010年度から JA丸浜が実施し
ている貸し冷蔵庫を新規就農者 3人で活用し貯蔵
庫導入経費を抑えることを試験的に検討してい
る。それにより，市場価格を常に気にかけ，価格
の良いタイミングで長期間に渡って継続的に出荷
することに注力することが可能となる。
　恒常的な労働力は本人 1名で，収穫期にパート
10名を 30日ほど雇用する。初年度の募集につい
ては地元の知り合いに声をかけてもらい，2年目
以降は実姉に声がけをしてもらっている。JA丸
浜はパート労働力の斡旋も行なっており，求人誌
に募集も出しているとのことであり，自己調達で
足りない場合にはそれらも活用するとのことであ
る。

５）今後の経営について
　N氏は，JA丸浜が実施している改植園地紹介
事業（紹介された改植園地の作業受託請負）の部
会代表者を 2013年度より努めており，経営が軌

１）N氏が就農するまでの経緯
　現在の就農の地である浜北市に隣接する浜松市
出身である N氏（男性・33歳）は，高校卒業後，
製造業の工場勤務を 3社経験する中で将来性と継
続性に不安を覚え，また「一生働くなら好きなこ
とに打ち込みたい」との想いを強くし，20代半
ばで独立就農を選択肢として考えるようになっ
た。

２）就農の準備（情報収集・研修）
　当初はインターネットで情報を収集し，長野県
で野菜の研修をするなどしていたが，静岡県には
いろいろな作目があり選択肢も多いことから静岡
県にて就農することを決意し，県の農林事務所で
ミカンと施設野菜に関する可能性を提案された。
施設野菜については初期投資が多いため選択肢か
ら外し，手持ち貯金約 400万円を基盤として開始
できるミカン栽培を視野に入れて就農の可能性を
追求することとした。
　当初は県の紹介を受けて，後継者がおらずリタ
イア予定の農場を引き継ぐ予定で話を進めていた
が，地主が「経営主以外の人間に土地を貸すのは
困難」と主張したためやむなく断念し，丸浜柑橘
農業協同組合連合会（以下「JA丸浜」）に相談を
した。JA丸浜では，後継者不在によって営農継
続困難なミカン農家の園地を担い手に仲介する取
り組みを行なっているが，新規就農希望者を受け
入れて定着させる取り組みは初めてだった。その
ため，地域内でミカンのほかナシやブルーベリー
等様々な果樹を栽培している S農園を紹介され，
そこで 2008年 11月から約 1年 4ヶ月間の研修期
間を経て 2010年 3月に独立就農を果たした。S
農園での研修では，最初の半年間は静岡県農業振
興基金協会の事業（１人当たり 30万円の研修費
用を助成）を活用し，残り半年弱は「農の雇用事
業」を活用した。

３）就農の準備（農地・住宅・機械・資金）
　就農当初の経営農地は，S農園経営者の仲介で
高齢農家から約 90aを 13,000円／ 10aで借り入
れている。借入地には 5～ 600本の極早生種から
晩生種（青島）までが植栽されており，同時に倉
庫やコンテナ，木箱も無料で借り入れることがで
きた。その後，価格低迷もあり，2年目に新たに
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を掛けることは困難である。最後に，今回の調査
より明らかになった点を今後の課題として提示を
したい。

①研修先農家の存在が，新規就農者が地域に根づ
くための先導役として重要であること。
　今回の調査の場合，就農に先立つ研修先は新規
就農する地域内に存在する農家だった。そのよう
な研修受け入れ農家は，往々にして地元の農業の
現状や住民のネットワークに精通しており，かつ
地元からの信頼も厚い場合が多い。そのような研
修先農家から農地や農業機械，資材といった経営
資源を新規就農者が引き継ぐことも見られてい
る。借入地の仲介役を果たすことも見られた。
　以上のようなことから，研修地域と就農地域が
可能な限り一致し，研修先農家，あるいは地域農
業に精通し地域からの信頼が厚い「ホスト農家」
が一貫して新規就農者のフォローができるような
支援体制が求められるだろう。信頼に足る「ホス
ト農家」を各地に確保・育成することが，結果的
に新規参入者の定着率を高め，地域農業の活性化
につながることになるし，新規就農希望者が幅広
い選択肢を持てることにもつながるだろう。

②新規就農者の初期投資を抑えるため，農地や未
利用・低利用の資材や機械等の地域に存在する経
営資源をどのように流動化させるかがポイントで
あること。
　①でも触れた点であるが，研修先農家から経営
資源を受け継ぐこと，あるいは研修先農家の斡旋
を受けることにより，就農初期段階の投資を可能
な限り抑えることが初年度から収益を上げること
につながっていることも，重要な点である。
　就農準備のための資金制度は各種あるが，就農
間もない経営に負債としてのしかかる。離農予定
者の経営資源や更新予定だがまだ活用できる資材
を安価に発展途上の経営へ流動化を促進すること
は，新規就農者支援のみならず，経営体育成一般
においても，もっと重視されて良い施策であろ
う。

③新規就農者が就農初期段階から生活可能な最低
限の収益が確保できる規模や装備の実現（短期的
目標）と同時に，経営の将来ビジョンを実現する

道に乗るまでの貴重な所得源となっている。
　将来展望としては，まずは規模拡大で新たに
1haの増加を目指しており，JAが仲介する農地
のマッチング事業に期待をしている。耕作放棄地
再生事業を活用した放棄園の貸借の話もあるが，
可能であれば即利用可能な園地を希望している。
　また，収穫・出荷のためのトラックや保冷施設
の投資を検討している。特に保冷庫は 1haで 400
万円程度の投資が必要であるため自己資金では難
しく，融資を受けるにも担保がないため困難であ
る。就農支援資金の活用できる範囲を拡大し，か
つ経営規模拡大促進に活用できる給付等，息の長
い継続的な支援を要望している。さらに観光農園
の経営も視野に入れており，若手就農者の勉強会
の役員としても活躍している。
　地域内では既に 2名が独立就農を果たし，さら
に 3名が研修中である。N氏の就農プロセスをモ
デルケースとして，JAや地域農業者も他地域か
ら新規就農者を受け入れることによるプラス効果
を認めており，今後も県と連携しつつ研修生の受
け入れや就農支援に力を入れていく予定である。
　改植後育成期間が必要な果樹栽培における新規
就農において，N氏が初年度から所得確保ができ
た要因は，研修先の S農園の紹介や信用で収穫
可能な圃場を良いタイミングで借り入れることが
できたことが大きいだろう。加えて，農地借り入
れ先の農園からの必要資材，倉庫等の無償提供や
就農施設等資金による初期投資の低減も重要な要
因である。県，自治体，農協，受け入れ農家，被
継承農家のそれぞれの継続的な支援がそれを可能
とさせており，他地域においても大きな示唆とな
るだろう。
　また，N氏の市場価格を見計らった出荷戦略も
所得確保に大きな成果を上げており，新規就農者
の独自の努力も重要な要因であろう。それらの努
力を促すような市場情報の提供，販路情報提供も
就農後必要な課題である。

４．おわりに－新規就農促進政策の課題－
　農地法を中心とした農業への新規参入規制を緩
和し，さらに各種支援策が展開されている下で，
新規就農者が一定程度増加していることは確認で
きるが，制度の改変のみでは，急激に進行する農
業者のリタイアに伴う耕作放棄地の増加に歯止め
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果 を 参 照。（http://www.maff.go.jp/j/tokei/
sokuhou/sinki_syunou_14/index.html）

５　Aoki, Murdock, and Okuno-Fujiwara [1996]
６　安藤・大仲 [2014]
７　槇平［2012］
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ためのプロセス（長期的目標）を実効性の高いか
たちで描いた上で就農準備を進めていること。
　全般的に指摘できることであるが，N氏も明確
な短期的，中長期的計画を持ちつつ，「最小適正
規模」を意識して就農を開始している点は改めて
重要である。最小適正規模の規定要因は主に労働
力であり，家族労働力の完全燃焼が可能な規模を
当面の目指すべき目標規模（短期的目標）として
いる。中長期的な経営ビジョンを実現するための
規模拡大投資の原資も，家族労働力の完全燃焼に
よって低コストを実現する中から内給されるとみ
て良いであろう。この短期的目標規模までいかに
スムーズに経営資源を蓄積できるか，またこの短
期的目標規模でいかに規模拡大原資を蓄積できる
かが，当初から経営資源を持たない新規就農者が
経営を確立する上での課題といえるだろう。調査
事例においては，①や②で述べたような要因に
よって比較的スムーズに経営を確立し得たこと
が，経営確立の要因であった。

④様々な国や自治体の支援策があるが，それらを
就農準備段階から経営発展段階までトータルに
コーディネートする部署や人材が求められるこ
と。
　営農確立へ向けて「時間」の機会費用が非常に
高い新規就農者にとって，研修によって技術を身
に付けると共に，各種支援制度を理解し，申請手
続きを同時並行的にすることは至難の業である。
手続きの遅れにより１年を棒に振ることは就農断
念につながりかねない死活問題である。スピード
感をもって就農へ向けた準備を進めるためにも，
わかりやすくマニュアル化すると共に，静岡県の
ように新規就農担当部署（センター）や担当職員
を配置するなど，各種相談窓口を一元化する工夫
が必要であろう。

注
１　農地法第 3条第 2項第 5号。
２　「農業委員会の適正な事務実施について」20
経営第 5791号平成 21年 1月 23日付農林水
産省経営局長通知。

３　旧制度（改正前）下での参入法人数は，約 7
年で 436に留まっている。

４　農林水産省「平成 26年新規就農者調査」結




